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令和５年第３回北海道議会定例会提案補正予算について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

一 般 会 計 ３９，５６３，１３７

特 定 財 源 １０，９４１，７１０

一 般 財 源 ２８，６２１，４２７

特 別 会 計 １７４，７３０

合 計 ３９，７３７，８６７

（ 参 考 ）

（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 3,151,678,186 1,029,201,061 4,180,879,247

今 回 計 上 額 39,563,137 174,730 39,737,867

合 計 3,191,241,323 1,029,375,791 4,220,617,114

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

特 定 財 源

分担金及び負担金 ４０，０００

国 庫 支 出 金 ３，１２３，９９１

財 産 収 入 ２１，９７５

繰 入 金 １５３，１１４

諸 収 入 ３，１８３，６３０

道 債 ４，４１９，０００

一 般 財 源

繰 入 金 ５，６２８，７２６

繰 越 金 ２２，９９２，７０１



- 2 -

一 般 会 計 款 別 計 上 額

（単位 千円）

歳 入 歳 出

分担金及び負担金 ４０，０００ 総 務 費 １３，７１３，７５６

国 庫 支 出 金 ３，１２３，９９１ 総 合 政 策 費 １１４，２３７

財 産 収 入 ２１，９７５ 保 健 福 祉 費 １５３，１１４

繰 入 金 ５，７８１，８４０ 経 済 費 １，７７８，２２１

諸 収 入 ３，１８３，６３０ 農 政 費 ２，２０３，２３６

道 債 ４，４１９，０００ 水 産 林 務 費 ３３０，０００

繰 越 金 ２２，９９２，７０１ 建 設 費 ４，９９３，３００

災 害 復 旧 費 １，４９２，９５５

諸 支 出 金 １４，７８４，３１８

計 ３９，５６３，１３７ 計 ３９，５６３，１３７

特 別 会 計 計 上 額

（単位 千円）

会 計 名 金 額

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 １，８２３

苫 小 牧 東 部 地 域 開 発 出 資 特 別 会 計 ３４，０００

石 狩 湾 新 港 地 域 開 発 出 資 特 別 会 計 １３８，９０７

計 １７４，７３０
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令和５年第３回北海道議会定例会提案補正予算の主なもの

〇 経済対策分 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

特別高圧電力利用事業者緊急支援 495,853 電気料金高騰の影響を受けている特別高圧電力を利

事業費 用する中小・小規模企業に対する支援

現計予算額

836,191

＜事業内容＞

区 分 既計上分 今 回

同 左

対 象 者 特別高圧電力需要家のうち中小・小規模企業 特に経営基盤が弱い

事業者を重点的に支援

対 象 期 間 Ｒ５年１月～９月利用分 Ｒ５年４月～９月利用分

支 給 単 価 １月～８月：3.5円/kwh、９月：1.8円/kwh ４月～８月：3.5円/kwh、９月：1.8円/kwh

支 給 上 限 － 100万円

事 業 者 数 1,000者程度 1,600者程度

所 要 額 836,191 524,759

＜事業費＞

現計予算額 執行見込額 ３定補正額

（Ａ） （Ｂ）
既計上分 今 回

（Ｂ－Ａ）
（１月～３月） （４月～９月）

836,191 1,332,044 807,285 524,759 495,853

宿泊業環境整備緊急対策事業費 1,282,368 深刻な人手不足に加え、電気料金等の価格高騰の影

響を受けている宿泊事業者の負担軽減を図るため、省

現計予算額 力化・省エネルギー化に資する設備の導入を支援

1,095,787

区 分 既計上分 今 回

対 象 者 宿泊業を営む中小企業

対象経費
省力化設備の導入経費 省エネルギー設備の導入経費

（自動チェックインシステム等）（小型冷蔵庫、ＬＥＤ照明等）
同左

対象要件
経費の削減等の経営改善が見込 エネルギー消費量が年率10％

まれること 以上の減少が見込まれること

補 助 率 ３/４以内（上限500万円）

事業者数 200者程度 718者

所 要 額 1,095,787 1,282,368
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〇 一般施策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

道産水産物緊急消費喚起事業費 88,000 中国における日本産水産物の全面輸入停止措置への

【新規】 緊急的な対応として、道産水産物の消費拡大に向けた

取組を支援

区 分 内 容 所要額

実施主体 北海道漁業協同組合連合会

国 内
需要喚起 ・ＳＮＳを活用した情報発信

88,000

【新規】
・ 対象経費 ・大都市圏での駅広告、動画広告（札幌、関東、関西）

補正計上
販売促進 ・店舗等での販売・試食等（道内外900店舗）

負担割合 道１/２、実施主体１/２

実施主体 北海道漁業協同組合連合会

輸出拡大 対象経費 現地試食会の開催（オーストラリア、ベトナム、タイ）
12,470

国 外 負担割合 道１/２、実施主体１/２
既決充当

魅力発信
実施主体 道

事業内容 訪日外国人を対象とした試食会の開催（札幌、東京）

計 100,470

道南いさりび鉄道安全整備臨時支 114,237 道南いさりび鉄道（株）が行う安全運行に必要な設

援事業費補助金 備投資に対する臨時的な支援

【新規】

区 分 内 容

対 象 経 費 安全運行に必要な緊急性の高い設備投資

負担割合
旅客分 道８/10、沿線市町２/10

貨物分 道10/10

医療機関等勤務環境改善支援事業 153,114 新型コロナウイルス感染症対策地域医療支援基金を

費 活用し、感染症患者の治療等に従事する医療従事者の

【新規】 勤務環境改善等に対する支援

区 分 内 容 所要額

内容
・患者対応等の実践

研修実施 ・院内感染対策の講義 等 66,638

対象 医療機関

内容
・車椅子型アイソレーター

備品整備 ・マスクフィッティングテスター 等 86,476

箇所 保健所

計 153,114
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

畑地化促進事業費補助金 2,120,296 水田の畑地利用への円滑な移行を促進するため、農

【新規】 業者が負担する土地改良区地区除外決済金等の経費を

支援

区 分 内 容

国 補 助 金 畑地化促進事業費補助金

事 業 主 体 市町村

・畑地化に取り組む農業者が負担する土地改良区地区

事 業 内 容 除外決済金等に対する支援

・畑地化に取り組む地域の体制構築に対する支援

負 担 割 合 国10/10

国庫返納金等 14,784,318 事業費の確定等に伴う国庫返納金等 14,784,318

(1)新型コロナ緊急包括支援交付金事業分 14,327,717

・事業費確定分（Ｒ４） 11,257,451

・過大交付分（Ｒ２、Ｒ３） 3,070,266

(2)その他事業分 456,601

財政調整基金積立金 13,713,756 地方財政法に基づく積立 13,713,756

（令和４年度決算剰余金（実質収支）の１/２）

（億円）

Ｒ４ Ｒ５

末残高
当初 ２定 ３定 末残高

取崩 取崩 積立 取崩 (見込)

428 0 △ 160 137 △ 56 349

※ 取崩(△56億円)は､新型コロナ緊急包括支援交付

金事業分（事業費確定分）の国庫返納見合い
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○ 災害復旧費 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害復旧事業費 1,511,195 農業用施設及び土木施設等の災害復旧

（１）補助災害復旧事業費

区 分 災害箇所 所要額

耕地災害復旧
幌加内町ほか４市町

96,543
（９箇所）

土木災害復旧
幌加内町ほか16市町村

1,194,752
（38箇所）

計 1,291,295

（２）単独災害復旧事業費

区 分 災害箇所 所要額

土木災害復旧
旭川市ほか40市町村

219,900
（188箇所）

○ 投資的事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

特別対策事業費等 5,300,000 中小企業者の受注機会や事業量の確保、維持的経費

の増加への対応に要する経費

区 分 所要額 概 要

特別対策事業費 4,000,000

道 路 2,470,000 地方道路の改修等

河 川 等 1,208,000 河川の改修等

治 山 等 242,000 林地荒廃の予防等

農 道 80,000 農道の改修等

公共関連単独事業費 1,300,000

道 路 等 1,300,000 道路等の維持補修

計 5,300,000


